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令和８年度事業計画（案） 

 

Ⅰ 基本方針 

  社会の少子高齢化の進展や急速に進む人口減少を背景に住民が抱える生活

課題や地域課題は、複雑化・多様化してきております。 

加えて、核家族化や単身世帯の増加などの家族形態の多様化、高齢者世帯

の増加により、家族内の支え合う力の低下や地域のつながりの希薄化など、

公的制度の枠組みでは対応が難しい地域生活課題を抱えた方々への支援体制

の充実が求められております。このため、福祉関係者や地域住民の皆さんと

ともに様々な対応策を講じ、住み慣れた地域の中で一人ひとりがその人らし

い生活が送れるよう、課題解決に向けて取り組んでまいります。 

令和８年度におきましては、本会の地域福祉活動がより充実するよう、従

来からの課題に取り組むとともに、更なる地域福祉を推進するため、新たな

事業への取組などを基本として事業の充実、強化を図ります。 

  生活支援の分野においては、新規の取組みとして、既存のこども食堂応援

金事業について、従来からの食事提供に係る食材費に加え、こども食堂や子

育て支援団体が行っている食材配布に必要な経費も補助対象に加えることで

支援範囲を拡大し、事業の充実を図ります。 

また、社会的孤独・孤立の問題やひとり親世帯など生活上の様々な困難を

抱える人に対して「断らない相談支援体制」を構築し、支援が必要な方や支

援が届かない方々へ直接出向いて支援するアウトリーチを行うとともに、本

会が持つ多様なネットワークを活かしながら、こうした人たちを早期に把握

し、対応に努め継続的に支援します。   

引き続き、コロナ特例貸付の借受世帯等に対する丁寧なフォローアップ支

援や法人後見事業の受任拡大を図ります。 

  地域福祉の分野においては、令和８年度を初年度とする「第３期地域福祉

活動計画」がスタートします。この計画は、本市の福祉を取り巻く現状や課

題について行政や関係団体と連携し、市が策定する第３期会津若松市地域福

祉計画とともに、地域福祉の推進という共通の目的を持ち相互に連携し、今

後６年間に目指すべき方向性や取り組むべき事業等を示し、本会の活動指針

として地域福祉を推進してまいります。 

また、地域支え合い団体（地区社協）活動の推進においては、行政との連

携含め、地域支援コーディネーターを配置し、新規設立の支援や活動の充実

を図ります。 



  ボランティアの分野においては、ボランティア活動者の高齢化による活動

の停滞等が危惧されることから、新たな活動者を獲得することが求められて

います。ボランティア学園の運営においては、若年層の受講促進やボランテ

ィア人材の増加を目指すため、入学者の拡大策として社会人の受け入れがで

きるよう学園の課程の中に夜間コースを設置します。         

  また、各地で自然災害が多発する中、本会におきましても平時から災害ボ

ランティアセンターをマネジメントできる人材の育成や関係機関との連携体

制の確立を図るため、取組を推進します。 

介護保険事業を中心とした在宅サービス事業については、各事業において

サービス利用者の定員に対する稼働率の関係による減収や介護職員の離職等

による施設運営への影響など、厳しい経営環境に直面している状況にありま

す。  

こうした中、北会津デイサービスセンター及び北会津保健センター事業に

ついては、行政から指定管理者として運営を受託していますが、現時点では

令和９年度までの契約となっていることから、本会における契約終了後の方

針を今年度中に整理します。また、桜河苑の在り方についても検討を進めて

まいります。 

障がい者支援事業については、近年、共働き世帯の増加や多様な働き方の

広がりにより、障がいのある子どもを持つ保護者が安心して預けることがで

きる場の確保が就労の継続に重要な役割を果たすことになります。このため、

令和８年度から日中一時支援事業（タイムケア事業）の拡充を図り、利用者

の受け入れを増やすことにより、保護者の支援に努めてまいります。 

上記の基本方針を基に、地域福祉活動については、引き続き「誰もが安心

して暮らせるよう地域で支え合うあいづわかまつ」を基本理念として、住民

主体の活動の推進や地域の支え合いの取組を進めてまいります。 

経営における財政基盤の安定については、本会の会計は、会費や寄附金、

介護保険等の事業収入、行政からの補助金等を主な収入源としておりますが、

人件費や事業費等の不足分については、本会の積立金等の自主財源を充当し

ております。令和８年度当初予算編成に当たりましては、会費の値上げによ

る増収や本会が支出する団体補助金等の削減など、一定の対応策を講じたと

ころでありますが、前年度を上回る赤字予算を編成せざるを得ない状況であ

ります。赤字の解消に向けては、市の地域福祉活動等推進事業補助金の増額

等について、市及び市議会に要望し、協議を継続しているところであり、一

刻も早い経営状況の改善に向け全力で取り組んでまいります。 



こうした中、短期的な事業計画、財政計画、定員管理計画をまとめた中期

経営計画（令和６年度～８年度の３カ年計画）が令和８年度で満了すること

に伴い、新たな中期経営計画策定の中で各種課題の解決に向けた取組方針を

検討して参ります。 

 

Ⅱ 重点目標 

１．財政状況の改善と財源確保の取組み 

 ⑴ 第 2 期中期経営計画の策定 

  ⑵ 地域福祉活動等推進事業補助金の増額に向けた協議の継続 

  ⑶ 各種団体に対する運営助成金の見直し 

  ⑷ 社会福祉事業施設団体職員共済事業の見直し 

 

２．相談支援体制の強化 

 ⑴ 特例貸付フォローアップ支援を基とした相談支援 

⑵ アウトリーチ等を通した継続的支援 

   

３．誰もが安心安全に暮らせる福祉セーフティネットの充実 

  ⑴ 法人後見事業の受任拡大による権利擁護の推進 

  ⑵ フードドライブを通したフードバンク事業の充実 

  ⑶ こども食堂運営団体や子育て支援団体への支援策の拡充 

 

４．身近な地域で支え合う福祉コミュニティづくり 

⑴ 第３期地域福祉活動計画の推進 

  ⑵ 地域支え合い団体（地区社協）の活動推進 

⑶ サロン活動団体の交流の推進 

  ⑷ ボランティアマッチング機能の強化 

⑸ 災害ボランティアセンター支援体制の充実 

 

５．福祉教育の充実 

  ⑴ ボランティア学園の充実 

⑵ 児童・生徒に加え全世代対象に拡大 

 

６．人生１００年時代を見据えた高齢者支援 

 ⑴ 北会津デイサービスセンターの運営方針 



 ⑵ 老人福祉センターの利活用に関する協議 

  ⑶ 健康長寿事業「健幸スクール」の推進 

  ⑷ 北会津保健センター「ワンコインあづまらんしょ」の充実 

 

 ７．子ども・子育て支援 

⑴ 児童発達支援センターの機能強化と地域における中核的支援 

⑵ 日中一時支援事業（タイムケア事業）の拡充 

⑶ 関係機関と連携、協働による地域に密着した湊しらとり保育園の運営 

 

 ８．組織活力の活性化と就業環境の改善 

  ⑴ 新任職員に対する研修の充実 

  ⑵ 広報体制の充実による社協活動の住民理解の促進 



事務局

総
務
課

総務企画係（① 法人運営事業拠点区分

⑤ 共同募金配分金事業拠点区分

⑳ 会津若松市社会福祉事業施設団体職員共済事業拠点区分）

地
域
福
祉
課

生活支援係（②-１ 生活サポート事業拠点区分）

地域福祉係（②-２ ふれあいのまちづくり事業拠点区分）

ボランティアセンター（②-３ ボランティアセンター事業拠点区分）

カムカムボランティアセンター

要介護認定調査係（⑲ 要介護認定調査事業拠点区分）

老人福祉センター（③ 老人福祉センター事業拠点区分）

介護予防係（⑧ 介護予防事業拠点区分）

こ
ど
も
支
援
課

たんぽぽ園（⑥ 障害児通所支援事業拠点区分）

こどもクラブ係（④ 放課後児童健全育成事業拠点区分）

湊こどもクラブ

松長こどもクラブ

湊しらとり保育園（⑯ へき地保育所管理経営事業拠点区分）

在
宅
サ
ー
ビ
ス
推
進
室

河東

訪問介護係（⑪ 訪問介護事業拠点区分

⑫ 居宅介護事業拠点区分

⑬ 重度訪問介護事業拠点区分

⑭ ガイドヘルパー事業拠点区分）

河東地域包括支援センター（⑰ 地域包括支援センター事業拠点区分）

河東デイサービスセンター（⑩ 河東通所介護事業拠点区分）

河東総務係

居宅介護支援係（⑱ 居宅介護支援事業拠点区分）

グループホームみなづる（⑮ 認知症対応型共同生活援助事業拠点区分）

北会津

北会津保健センター（⑦ 北会津保健センター事業拠点区分）

北会津デイサービスセンター（⑨ 北会津通所介護事業拠点区分）

事務局組織機構図・担当事業一覧

 



事業計画書目次 
 

事業項目 ページ 

① 法 人 運 営 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１～Ｐ２ 

② 地 域 福 祉 活 動 推 進 事 業 拠 点 区 分 Ｐ３～Ｐ９ 

②-１ 生活サポート事業サービス区分 Ｐ３～Ｐ５ 

②-２ ふれあいのまちづくり事業サービス区分 Ｐ６～Ｐ７ 

②-３ ボランティア事業サービス区分 Ｐ８～Ｐ９ 

③ 老 人 福 祉 セ ン タ ー 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１０ 

④ 放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１１ 

⑤ 共 同 募 金 配 分 金 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１２ 

⑥ 障 害 児 通 所 支 援 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１３ 

⑦ 北 会 津 保 健 セ ン タ ー 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１４ 

⑧ 介 護 予 防 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１５ 

⑨ 北 会 津 通 所 介 護 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１６ 

⑩ 河 東 通 所 介 護 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１７ 

⑪ 訪 問 介 護 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１８ 

⑫ 居 宅 介 護 事 業 拠 点 区 分 Ｐ１９ 

⑬ 重 度 訪 問 介 護 事 業 拠 点 区 分 Ｐ２０ 

⑭ ガ イ ド ヘ ル パ ー 派 遣 事 業 拠 点 区 分 Ｐ２１ 

⑮ 認知症対応型共同生活援助事業拠点区分 Ｐ２２～２３ 

⑮-１ 認知症対応型共同生活介護事業サービス区分 Ｐ２２ 

⑮-２ 認知症対応型通所介護事業サービス区分 Ｐ２３ 

⑯ へ き 地 保 育 所 管 理 経 営 事 業 拠 点 区 分 Ｐ２４ 

⑰ 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 事 業 拠 点 区 分 Ｐ２５ 

⑱ 居 宅 介 護 支 援 事 業 拠 点 区 分 Ｐ２６ 

⑲ 要 介 護 認 定 調 査 事 業 拠 点 区 分 Ｐ２７ 

⑳ 会 津 若 松 市 社 会 福 祉 事 業 施 設 

団 体 職 員 共 済 事 業 拠 点 区 分 
Ｐ２８ 

 



①　法人運営事業
（担当：総務課）

収支予算（予算書９ページ） （単位：千円）

　　⑴　会議の開催
　　　①　経営会議
　　　　ア　理事会（年４回）
　　　　イ　評議員会（年４回）
　　　　ウ　監事会（事業、会計監査）（年２回）
　　　　エ　総務委員会（随時）
　　　　オ　事業推進委員会（随時）
　　　　カ　評議員選任・解任委員会（随時）

　　　②　事業運営委員会
　　　　ア　苦情解決委員会（年２回）
　　　　イ　共済事業運営委員会（随時）

　　　③　事務執行会議
　　　　ア　経営戦略会議（月１回）
　　　　イ　管理職会議（月２回）
　　　　ウ　主幹・係長会議（月１回）

　　⑶　会員の加入促進
　　　　町内会を通じて市内の各世帯から協力いただく一般会費について、本会事業内容の広報・
　　　周知に努め、300円に改定し協力を呼びかけます。また、個人・団体・企業から協力いただ
　　　く特別会費（一口5,000円）についても、企業訪問などを通じて加入促進に取り組みます。
　　　
　　⑷　役員研修等の受講
　　　　公正かつ透明性の高い経営、運営を進めるため、県社協等が主催する研修会に積極的に参
　　　加します。　　

　　⑸　経営基盤の健全化
　　　①　中期経営計画の進捗管理と第２期中期経営計画の策定
　　  　　中期経営計画の進捗状況について、半期ごとに検証を行い、進捗管理の徹底を図ります。
　　　　また、今年度が計画最終年度となることから、（仮称）第２期中期経営計画を策定します。

　　　②　計画的な人材の確保
　　　　　事業運営に必要な有資格者を計画的に採用し、組織の活性化と持続可能な職員体制を構築
　　　　するため、中期経営計画に基づき職員採用試験を実施します。
　　　　・　令和９年度採用に向けた職員採用試験の実施

　　　③　基金、積立金等の適正管理
　　　　　各種基金、積立金の目的・適正額について改めて検証し、必要に応じて再編を行います。
　　　　また、国債の購入など安全性の高い運用方法についても合わせて検討します。

事業計画

支出合計 42,63745,432収入合計

収支差額 2,795

その他の収入 負担金支出 526

その他の支出 580

885

8,084

経常経費補助金収入 事務費支出 9,669

1,000

31,290

寄附金収入 事業費支出

支出

会費収入 人件費支出 23,77812,257

収入

1



　　⑹　広報・啓発事業の推進
　　　①　広報の充実と情報発信力の強化
　　　　　社協だよりやホームページ等の更なる充実に加え、ＳＮＳの積極的な活用により情報発
　　　　信力の強化を図ります。また、引き続き、新聞・テレビ等の報道機関への情報提供に努め
　　　　ます。なお、社協だよりについては、従前の年４回発行に戻して広報に務めます。
　　　　SNSについては、若手職員による推進チームを組織し、若年層を意識した広報の在り方を
　　　　検討します。

　　　②　情報開示の推進
 　　　　「財務諸表」や「現況報告書」等についてホームページにより開示し、社協活動の「見え
　　　　る化」を進めます。

　　　③　第36回会津若松市社会福祉大会の開催
　　　　　 地域福祉活動の周知と啓発のため、記念講演と福祉功労者等に対する表彰を行います。 

　　⑺　リスクマネジメントの推進
　　　①　福祉サービス苦情解決事業
　　　　　本会が提供する福祉サービスについて、利用者からの苦情を適切に解決し、利用者の権
　　　　利擁護とサービスの質の向上に努めます。
　　　　・　相談受付体制の整備
　　　　・　苦情解決第三者委員の研修

　　　②　非常時体制の整備
　  　　　自然災害や感染症のまん延に備えた業務継続計画（ＢＣＰ）について、内部研修等により
　　　　各職員に周知徹底し、非常時の体制整備に努めます。
 　 　　・　各施設における避難訓練の実施
　　
　　　③　役員等賠償責任保険への加入
　　　　　法人や役員に対する損害賠償請求等のリスクに備えるため、役員に適用される賠償責任保
　　　　険に加入します。

　　⑻　「市民協働プラザ」への移転
　　　　現在の追手町第一庁舎から「市民協働プラザ」（旧市役所栄町第二庁舎）への５月７日
　　　移転に向け、準備を進めます。

　　⑼　労務環境の整備
　　　　引き続き、社会保険労務士の指導、助言の下、労務管理に関する規程、要綱の整備、メン
　　　タルヘルスに関する外部相談窓口の設置等、職員が働きやすい職場環境の整備に努めます。
　　　○　時間外勤務の適正な管理
　　　〇　10月に義務化されるカスタマーハラスメント対策への対応
　　　○　「SNSガイドライン」の周知徹底

　　⑽　職員の創意工夫の喚起と研修の充実
　　　　引き続き、職員の意識改革と組織活力の醸成を図るため、「職員提案制度」や「職員自主
　　　研修支援制度」の周知啓発と合わせ、職員研修の充実に取り組みます。
　　　○　新採用職員に対する研修の実施（現場での実習を含む）
　　　○　新任職員（概ね入社５年未満）に対する研修の体系化

　　⑾　職場環境の整備
　　　　安全衛生委員会の定期開催を通じて、ストレスマネジメントや感染症予防、安全運転への
　　　注意喚起に取り組み、安心安全な職場環境の向上に努めます。
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②-1　地域福祉活動推進事業拠点区分（生活サポート事業）　
（担当：地域福祉課 生活支援係）

収支予算（予算書11ページ）

　⑴　総合生活相談事業
　　　市民の身近な相談窓口として、職員による一般相談や弁護士による法律相談などを実施する。
　⑵　生活福祉資金貸付事業（県社協受託事業）
　　　低所得世帯に対し経済的自立と安定した生活を目的として資金の貸付を行う。また、コロナ
　　特例貸付借受世帯に対して郵送、電話、訪問による償還支援を実施する。
　⑶　高額療養費貸付事業（市受託事業）
　　　高額な医療費の支払いが困難な市民に対し、貸付を行う。
　⑷　社会福祉資金貸付事業
　　　緊急かつ一時的に５万円を限度に生活費の貸付を行う。
　⑸　食でつなぐ地域のささえあい事業(新規)
　　　市民、企業から寄附いただいた食料品等を、生活困窮者世帯への支援を中心に子ども食堂や福
　　祉活動団体へ提供する。
　⑹　日常生活自立支援事業（県社協受託事業）
　　　認知症または障がいにより判断能力が不十分な方に対して、福祉サービス利用援助や金銭管理
　　等を行う。
　⑺　法人後見事業
　　　認知症または障がいなどにより意思決定が困難な方の判断能力を補うため、本会が成年後見人、
　　保佐人、補助人となり権利擁護を行う。
　⑻　未来きぼう応援金事業
　　　ひとり親世帯の中学３年生に対し、高校進学に伴う制服代として５万円を給付する。
　⑼　福祉人材センター協力事業
　　　県社協主催の福祉の仕事相談会に協力し、福祉人材の確保に向けた広報、周知を行う。

　⑴・⑵・⑶・⑷・⑸・⑼　会津若松市民
　⑹  市内在住で認知症または障がいにより判断能力が不十分な方
　⑺　市内在住で認知症または障がいにより意思決定が困難な方
　⑻　市内在住のひとり親世帯の進学を希望する中学３年生

　　⑴　総合生活相談事業の充実
　　　①　ふれあい福祉センター総合生活相談所
　　　　ア　ふれあい相談
　　　　　・　一般相談（なんでも相談）
　　　　イ　専門相談
　　　　　・　法律相談
　　　　　・　成年後見、権利擁護相談
　　　　　・　傾聴相談

事業安定資金積立資産取崩収入 3,974

424

事業計画

38,183 支出合計 38,183

事業の概要

対象者

収入合計

貸付事業支出 9,467

その他の支出 447

その他の収入 1 助成金支出 2,750

事業収入

教育サポート基金積立資産取崩収入 2,781

収入 支出

経常経費補助金収入 2,590 人件費支出 22,700

受託金収入 19,046 事業費支出 2,731

貸付事業収入 9,367 事務費支出 88
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　　　②　ワンストップ相談窓口の開設
　　　　　市地域福祉課生活サポート相談窓口への職員派遣を継続し、生活困窮者に対する支援（資
　　　　金貸付や食料支援等）について、市と協働で取り組みます。

　　　③  地域なんでも相談会「あのね」の推進
　　　　　地域で開催されているいきいきサロン等の集いの場やコミュニティの場に職員が出向く
　　　　など、地域の困りごと相談窓口として積極的にアウトリーチによる相談支援活動を展開し
　　　　ます。

　　⑵　生活福祉資金貸付事業
　　　　教育資金や緊急小口資金等の貸付により、対象世帯の自立に向けた支援を行います。また
　　　新型コロナウイルス感染症に伴う特例貸付世帯に対し、電話・訪問・郵送によるプッシュ型
　　　の償還支援業務、生活支援業務（生活状況の把握、生活再建に向けた支援へのつなぎ）を実
　　　施し、県社協や関係機関と連携・協働して、フォローアップ支援に取り組みます。

　　⑶　高額療養費貸付事業
　　　　市や医療機関との連携の下、高額な医療費の支払いが困難な市民に対して貸付を行います。

　　⑷　社会福祉資金貸付事業
　　　　既存の相談記録システムを活用し、借受人個人の基本情報や世帯状況を整理します。
　　　また、専任の職員を新たに雇用し、償還不能貸付金の整理を含め、適切に事業を運営できる
　　　体制の整備を進めます。

　　⑸　食でつなぐ地域のささえあい事業(新規)
　　　　従来実施していたフードバンク事業と子ども食堂応援金事業を一体化し、こどもの貧困問
　　　題からおとなの生活困窮支援まで、食を通じた総合的な支援を行います。フードバンクにつ
　　　いては、食料の提供を支援の入口として、生活上の困難を抱える世帯の早期把握と継続的な
　　　関係形成を図り、適切な支援機関へのつなぎの支援を行います。
　　　　また、フードドライブ（家庭で余っている食品を持ち寄り、寄付する活動）を新たに実施
　　　し、食品の安定的な確保を進めるとともに、寄付をこども食堂等の地域資源へつなぐことで
　　　地域の支え合いを推進し、孤立の防止及び地域福祉の向上を図ります。さらに、本事業を通
　　　じて、本会が地域の困りごとを受け止め、必要な支援機関や制度へつなぐ相談支援機関であ
　　　ることを、こども食堂等の関係機関及び地域住民に周知します。
　　　　また、こども食堂への支援については、対象を食堂で使用する食材費に加え、食材配布等
　　　に係る経費まで拡大するとともに、支援上限額を年間20万円から30万円へ見直し、地域に
　　　おける継続的な活動を支援します。
　　　〇　庁舎内フードドライブボックスの設置及び設置場所の開拓
　　　〇　フードバンク事業の継続と地域周知の強化
　　　〇　食料提供を契機とした相談支援・関係形成の推進

　　⑹　日常生活自立支援事業（あんしんサポート事業）
　　　①　支援者向け研修会の開催
　　　　　支援者向けパンフレットの変更に伴い制度の周知・徹底を目的に、地域の高齢・障がい
　　　　祉サービス事業所職員、行政機関（障がい、高齢、地域福祉）保健福祉事務所等の職員に
　　　　対して、支援者向け研修会を開催します。
　　　②　生活支援員現任者研修及び交流会
　　　　　生活支援員の支援技術の向上、支援員相互の情報共有及び相談機会の確保並びに相互支
　　　　援体制の構築を通じ、支援員の孤立防止及び日常生活自立支援事業の適正な制度運用に資
　　　　することを目的として、生活支援員現任者研修及び交流会を開催します。
　　　③　生活支援員の雇用
　　　　　前年度実施した「生活支援員養成研修会」参加者のうち希望する者を生活支援員として
  　　　雇用し、日常生活自立支援事業を担う人材の確保及び支援体制の強化を図り、事業の安定
  　　　的かつ持続可能な制度運用を推進します。

　　⑺　法人後見事業
　　　〇　成年後見制度の利用促進のため、関係機関と連携し後見業務を受任します。
　　　　　（受任目標件数　４件）
　　　〇　成年後見支援員の確保
　　　　　他機関が養成した市民後見人養成講座修了者等へ成年後見支援員の募集を案内し、雇用
　　　　に向けて働きかけます。
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　　⑻　未来きぼう応援金事業
　　　　教育サポート基金を原資に、ひとり親世帯等の生徒を対象として高校進学時の制服代等の
　　　給付支援に取り組みます。
　　　　〇　予定件数　55件

　　⑼　福祉人材センター協力事業
　　　　福祉人材確保のため、求人求職の情報提供、広報、福祉の合同就職説明会、福祉の仕事相
　　　談会等の開催について、県社協と協力して取り組みます。
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②-２　地域福祉活動推進事業拠点区分（ふれあいのまちづくり事業）　　
（担当：地域福祉課 地域福祉係）

収支予算（予算書11ページ）

　　⑴　地域福祉活動計画の進捗管理
　　　　今年度より開始となる第３期計画の推進に取り組む。
　　⑵　小地域ネットワーク組織化事業
　　　　地区社協の新規設立、及び既存組織の活動を支援する。
　　⑶　ふれあい・いきいきサロン活動支援事業（高齢者等の仲間づくり支援）
　　　　町内会単位で組織される仲間づくりや生きがい活動に対し、運営費の助成や職員の派遣など
　　　を通して活動の活性化を支援する。
　　⑷　空き家を活用したささえあい拠点認定制度事業（サロン会などが空き家を利活用するための
　　　支援）
　　　　地域の空き家をふれあい・いきいきサロン活動などに利活用するための支援を行う。
　　⑸　一人暮らし高齢者会食会事業
　　　　食事会活動を行う地域、団体に助成し、その活動を支援する。
　　⑹　緊急カード配備事業
　　　　緊急時等に備えた「緊急連絡カード」を民生児童委員と協力して配備する。
　　⑺　生活支援相談員配置事業（県社協受託事業）
　　　　避難者地域支援コーディネーター２名を配置し避難者支援を行う。
　　⑻　福祉団体育成・支援事業
　　　　活動費の助成を通じて福祉団体との連携強化を図る。
　　⑼　ふれあいのまちづくり地域福祉活動助成事業
　　　　社会福祉団体やボランティアグループなどが行うボランティア活動や地域との交流事業に対
　　　し助成を行う。
　　⑽　認知症の人と家族の会の居場所づくりの支援
　　　　認知症カフェの開催や連絡会の運営支援を行う。
　　⑾　福祉実習生の受け入れ
　　　　学生を中心とした実習生の受け入れを積極的に行う。
　　⑿　福祉バス運行事業
　　　　社会福祉団体等が実施する研修活動に対し車両の貸出を行う。

　　一般市民、高齢者、福祉施設、団体等

　　⑴　第３期地域福祉活動計画の進捗管理
　　　　新計画（期間：令和８年度～令和13年度）の実践を図るため、事務事業評価における内部
　　　評価並びに地域福祉計画等推進会議における外部評価により進捗管理に取り組みます。

事業の概要

対象者

事業計画

支出合計 33,563

事業安定資金積立資産取崩収入 8,223

収入合計 33,563

50

その他の支出 406

受託金収入 8,252 118事務費支出

事業収入 1 助成金支出 7,786

子ども食堂サポート基金積立資産取崩収入 753

その他の収入 2 負担金支出

3,966

収入 支出

経常経費補助金収入 16,331

人件費支出 21,237寄附金収入 1

事業費支出
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　　⑵　小地域ネットワーク組織化事業の推進
　　　　概ね小学校区を単位とした、地域住民、地域包括支援センター、民生児童委員、主任児童
　　　委員、共生相談員、ボランティア、地域団体等の連携による「地域支え合い団体(地区社協)」
　　　の活動支援に取り組みます。
　　　　また、職員を増員して地域支援コーディネーター活動を強化するとともに、未設立地区に
　　　おいては地域の意見を踏まえながら地区社協への理解推進と新規設立に向けて取り組みます。
　　　○　新規設立目標　１地区（行仁）
　　　○　各地区社協への活動支援
　　　　・　既存10地区社協（東山・北会津・湊・河東・謹教・大戸・城西・日新・北・一箕）
　　　　　事業への協力
　　　　・　各地区社協の情報交換会の開催

　　⑶　ふれあい・いきいきサロン活動支援事業
　　　〇　目標サロン数　120団体
　　　〇　職員の派遣、レクリエーション用具の貸し出し等
　　　〇　サロン活動団体間の交流推進

　　⑷　空き家等を活用したささえあい拠点認定制度事業
　　　　地域住民がサロン会などのために利活用する空き家等を「ささえあい拠点」として認定し、
　　　空き家等の有効活用を図ります。
　　　　また、今後の事業の在り方について検討します。

　　⑸　一人暮らし高齢者会食会事業
　　　　民生児童委員協議会等が主体となって開催される食事会に対し、地域のつながりづくりを目
　　　的に助成を行います。

　　⑹　緊急連絡カード配備事業
　　　　一人暮らし高齢者の体調の急変など緊急時に備えるため、民生児童委員と連携して緊急連
　　　絡先やかかりつけ医などの情報を共有します。

　　⑺　生活支援相談員配置事業
　　　　東日本大震災による避難者に対し、避難者地域支援コーディネーターを２名配置し、孤独
　　　・　孤立感の解消に向けて復興公営住宅と立地地域を繋げる活動や、地域住民との関係形成
　　　の促進に取り組みます。

　　⑻　福祉団体育成・支援事業
　　　　社会貢献活動を行う団体に対し、活動費の助成や運営を支援し、協働による地域福祉活動
　　　の推進を図ります。なお、助成金額について見直しを行います。
　　　（支援団体名）
　　　〇　会津若松市区長会（協力金として支出）
　　　○　会津若松市民生児童委員協議会
　　　○　会津若松市各方部民生児童委員協議会
　　　○　会津若松市老人クラブ連合会
　　　○　会津若松身体障がい者福祉会
　　　○　認知症の人と家族の会福島県支部会津地区会
　　　○　会津若松地区更生保護女性会
　　　○　会津若松市保育所連合会（会津若松市保育士会）
　　　○　会津若松市保育所保護者会連合会
　　　○　会津若松市子どもまつり実行委員会

　⑼　ふれあいのまちづくり地域福祉活動助成事業
　　　社会福祉団体、地域ボランティアグループ、ＮＰＯ法人等が行うボランティア活動や地域と
　　の交流事業に対し、共同募金配分金を原資として助成を行い、その活動を支援します。

　⑽　認知症の人と家族の居場所づくりの支援
　　　認知症の人と家族の会や地域包括支援センター等と連携し、認知症の家族が住み慣れた地域
　　で安心して生活できるよう、居場所づくりや相談の場づくりを支援します。

　⑾　福祉実習生の受入れ
　　　各種研修や出前講座の充実と合わせ、福祉実習生を積極的に受け入れ、福祉学習の充実と人
　　材の育成支援に努めます。

　⑿　福祉バス運行事業
　　　地域の社会福祉団体等に対し、福祉バスによる活動支援を行います。
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②-３　地域福祉活動推進事業拠点区分（ボランティア事業）　　
（担当：地域福祉課 ボランティアセンター）

収支予算（予算書11ページ）

　⑴　会津若松市ボランティア学園事業
　　　ボランティア活動の普及啓発とボランティア人材の養成を目的に開講する。
　⑵　ボランティアマッチング事業
　　　ボランティア活動に関する相談・支援、ありがとねボランティアポイントの推進（LINEなどに
　　よる情報発信）に取組む。
　⑶　自分発見ボランティア事業
　　　高校生以上の学生を対象とした福祉施設等でのボランティア活動を通して人材育成を進める。
　⑷　除雪ボランティア事業
　　　除雪が必要な世帯に対しボランティア活動による支援を行う。
　⑸　ボランティア活動の支援
　　　ボランティア連絡協議会等の連携により活動の活性化を図る。
　⑹　障がい者支援センターカムカムボランティア事業
　　　障がい者のボランティア活動推進を行う。
　⑺　福祉教育の推進
　　　小中学校向け「ふくし体験出前講座」等を通し、福祉の心を育む活動を進める。
　⑻　災害ボランティアセンター体制の強化
　　　災害の発生に備えた体制整備を図る。
　⑼　ボランティア基金の管理運営　
　　　ボランティア基金の適正管理に努める。

　　〇　ボランティアを受けたい方、ボランティアをしたい方、支援が必要な高齢者や障がい者など
　　〇　一般市民、小中学生、高校生以上の学生、福祉施設、企業等

　　⑴　会津若松市ボランティア学園事業（第９期）
　　　　市民が参加しやすいよう新たなカリキュラムを導入し、市民のボランティア活動への関心と、
　　　多様なボランティア活動に対応できる人財の養成に取り組みます。
　　　○　初等課程・（夜間コース・日中コース）
　　　○　専門課程・あいづっこぜみな～る
　　　〇　専門課程（短期）・災害ボランティアとは
　　　○　短期課程（短期）・傾聴ボランティアとは
　　　〇　ボランティア学園運営委員会（年３回）の開催

事業の概要

対象者

事業計画

20,177 支出合計 20,177収入合計

ボランティア基金積立資産取崩収入 3,000

その他の支出 261

事業安定資金積立資産取崩収入 7,440

助成金支出 1,000

負担金支出 100

収入 支出

経常経費補助金収入 8,791 人件費支出 15,491

受託金収入 682 事業費支出 3,238

その他の収入 264 事務費支出 87
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　　⑵　ボランティアマッチング事業
　　　　ボランティアに関する相談、登録、斡旋・情報提供を行い、活動の活性化に取り組みます。
　　　さらに「ボランティアセンター公式ＬＩＮＥ」を活用したマッチング機能の効率化に取り組
　　　みます。
　　　○　ボランティア登録（ありがとね☺ボランティア）の推進
　　　〇　ボランティア相談の充実
　　　〇　活動先の開拓、関係機関・団体等の連携強化
　　　〇　公式ＬＩＮＥアカウントの管理運営と強化
　　　〇　ボランティア活動者交流会の開催

　　⑶　自分発見ボランティア事業
　　　　高校生、専門学校生、大学生を対象に、福祉施設等でのボランティア活動を通じて、福祉の
　　　仕事への理解や関心を深め、福祉のまちづくりを進める人材の育成を図るため、福祉施設等と
　　　連携して取り組みます。

　　⑷　除雪ボランティア事業
　　　　地域住民やボランティアによる要援護世帯への除雪活動を通じて、地域の支え合い意識の醸
　　　成と組織化の推進に取り組みます。
　　　○　地域ぐるみ除雪ボランティア事業の推進
　　　○　除雪ボランティアスノーバスターズの促進
　　　○　間口除雪助成事業（市受託）
　　　○　除雪相談窓口の開設（休日を含む）

　　⑸　ボランティア活動の支援
　　　　安心してボランティア活動に取り組めるよう、関係機関と連携し活動環境の整備に取り組み
　　　ます。なお、市が実施するボランティア事業の移管も念頭に市と協議を進めます。
　　　〇　ボランティア活動保険の加入促進
　　　〇　活動資機材の貸し出し
　　　〇　会津若松市ボランティア連絡協議会の育成強化と会津若松市地域支援ネットワークボラン
　　　　ティアとの連携強化
　　　○　ボランティア連絡協議会主催「きばらし」の支援
　　　○　ボランティア活動者交流会「クローバー」の支援
　　　○　企業の社会貢献活動への支援

　　⑹　障がい者支援センターカムカムボランティア事業
　　　　総合相談、就業・生活支援事業と連携し、障がい者の自立に向けた生活支援と社会参加促
　　　進に取り組みます。なお、庁舎移転後は、ボランティア事業を一本化し同庁舎内の（仮称）
　　　会津若松市障がい者基幹相談センターカムカムと密に情報交換し、障がい者の自立に向けた
　　　支援を行います。
　　　〇　ボランティア相談の充実
　　　○　ボランティア登録（ありがとね☺ボランティア）の推進
　　　○　ボランティアセンター公式ＬＩＮＥによる情報発信

　　⑺　福祉教育の推進
　　　　学校・地域・関係機関と連携し、幼少期から地域の一員としての意識形成と地域福祉への
　　　関心を高める福祉教育に取り組みます。　
　　　○　ふくし体験出前講座（小・中学校、地域・企業）の実施

　　⑻　災害ボランティアセンター体制の強化
　　　　災害時におけるセンター体制の整備を図るとともに、災害ボランティアの育成に取り組み
　　　ます。
　　　〇　災害ボランティアセンター設置運営に関する行政・関係機関との連携
　　　〇　ボランティア学園と連携した人材の育成
　　　〇　災害ボランティアセンター設置訓練の実施

　　⑼　ボランティア基金の管理運営
　　　　ボランティア基金の新たな活用方法について、ボランティア基金運営委員会において協議
　　　を進めます。
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③　老人福祉センター事業
（担当：地域福祉課）

収支予算（予算書13ページ）

　　「老人福祉センター・希らら」において、高齢者の健康増進や教養の向上を目的とした各種講
　座の開催や趣味を通じた自主クラブ活動のサポートを行う。

　　原則60歳以上の会津若松市民、市外在住及び会津若松市在住の60歳未満の方

　　⑴　老人福祉センター事業
　　　　主催する単発講座については、高齢者のニーズに応じて新しいことへ挑戦するきっかけづく
　　　りや体と頭を一緒に使ったレクリエーションを行い、介護予防（認知症予防）と交流を組み合
　　　わせて利用者数増に取り組みます。
　　　　なお、入浴施設については、施設の老朽化により浴室が使用できない状態となったため、今
　　　後の在り方について早期に検討します。
　　　〇　令和８年度目標延利用者数　14,000名
　　　〇　祝日特別開館の実施（敬老の日）
　　　〇　祝日無料デーの実施（年２～３回・同日単発講座を実施）
　　　〇　看護師の配置と健康相談・血圧測定サービスの実施
　　　○　自主クラブの運営支援
　　　〇　老人福祉センター運営委員会の開催（年２回）
　　　○　設備の修繕等利用環境の整備
　　　　　照明器具交換（通路）、大広間障子戸張替

　　⑵　希らら健幸教室事業
　　　〇　フレイル（虚弱）予防のための介護予防教室
　　　〇　地域サロンや各種団体への出前運動教室

　　⑶　会津若松市健幸スクール事業
　　　　40歳以上の市民の介護予防を促進するため、「運動・食・社会参加」の各分野から
　　　多彩な講座で市民の元気づくり、健康長寿づくりの支援に取り組みます。　
　　　○　希らら校　定員20名程度
　　　○　河東校　　定員20名（河東ふれあいネットワーク主催）
　　　○　北会津校　定員20名（北会津ふれあいネットワーク主催）

事業の概要

対象者

事業計画

19,452 支出合計 19,452収入合計

事業安定資金積立資産取崩収入 6,688

その他の収入 13

負担金収入 60 負担金支出 10,907

事業費支出 1,516経常経費補助金収入 9,890

事務費支出 40事業収入 2,800

支出

寄附金収入 1 人件費支出 6,989

収入
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④　放課後児童健全育成事業
（担当：こども支援課）

収支予算（予算書15ページ）

　　〇　市受託事業
　　〇　共働き、ひとり親の小学生を対象とし、放課後（土曜日、学校休業中は一日）に安心して過
　　　ごせる生活の場を提供し、こどもの状況や発達段階を踏まえながら児童の健全な育成を図り保
　　　護者の仕事と子育ての両立支援を行う。

　　会津若松市に居住し、小学校、または義務教育学校（前期課程）及び特別支援学校の小学部に通
　う児童

　　地元密着型のこどもクラブ運営を通して、放課後の安心安全な居場所づくりと児童の健やか
　な心の育成に取り組むとともに、市の要請に応じて待機児童を積極的に受け入れます。なお、
　松長こどもクラブについては、市の施策により地区割から学年割に変更して受入れを行います。
　　〇　湊こどもクラブ　　　　 定員：25名（対象：小学1年生から6年生）
　　〇　松長第一こどもクラブ　 定員：60名（対象：小学3年生から6年生）
　　○　松長第二こどもクラブ　 定員：40名（対象：小学1年生から2年生）

対象者

事業計画

56,352 支出合計 40,335収入合計

事業の概要

収支差額 16,017

その他の支出

収入 支出

受託金収入 56,350 人件費支出 35,870

その他の収入 2 事業費支出 3,672

事務費支出 288

505
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⑤　共同募金配分金事業
（担当：総務課・地域福祉課）

収支予算（予算書17ページ）

　　会津若松市の地域福祉を推進するため、会津若松市共同募金委員会が行う共同募金運動に協力す
　る。
　

　　⑴　赤い羽根共同募金運動への協力
　　　　配分金は、本会が行う地域福祉事業に有効に活用します。

　　⑵　歳末たすけあい募金運動への協力
　　　　共同募金運動の一環として12月１日から12月31日まで実施し、配分金は障がい福祉サービス
　　　事業所に対する配分のほか、地域福祉事業に活用します。

事業の概要

事業計画

5,223 支出合計 5,223収入合計

助成金支出 4,423

支出

経常経費補助金収入 5,223 事業費支出 800

収入
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⑥　障害児通所支援事業
（担当：こども支援課）

収支予算（予算書18ページ）

　　「会津通園訓練センターたんぽぽ園」において、障がい児の健やかな成長と家族支援に取り組む。
　　⑴　通所支援事業
　　　　障がいのある児童（または発達に遅れや心配がある児童）に対し、日常生活の動作習得や集
　　　団生活への適応訓練を行う。
　　⑵　タイムケア・日中一時支援事業
　　　　日中における活動の場を提供するとともに、見守り等を行うことにより家族の就労支援及び
　　　一時的な負担軽減を図る。

　　会津若松市民、喜多方市民、会津坂下町民、会津美里町民、猪苗代町民、西会津町民、磐梯町民
　南会津町民

　　通所支援事業の充実とともに、保護者からのニーズが高いタイムケア・日中一時支援事業の拡充
　（受入者数増）を行います。また、児童発達支援センターとして、障がい児の発達支援に関わる相
　談窓口機能と、地域の障がい児通所支援事業所に対する支援内容等への助言・援助の機能の強化を
　図り、地域における中核的支援に取り組みます。
　　○　児童発達支援（対象：未就学児）
　　　　定員：１名　目標延利用者数：192名（16名／月）
　　○　放課後等デイサービス（対象：小学生から高校生）
　　　　定員：9名　目標延利用者数：2,590名（10.7名／日）
　　〇　保育所等訪問支援事業（対象：未就学児から高校生）
　　　　定員：10名　目標延利用者数：141名（11.7名/月）
　　○　タイムケア・日中一時支援事業（対象：障害児者）
　　　　定員：25名　目標延利用者数：3,043名（12.6名／日）
　

収支差額 769

事業の概要

対象者

事業計画

35,603 支出合計 34,834収入合計

その他の支出 484

事業費支出 3,122

事務費支出 405その他の収入 1

障害福祉サービス等事業収入 25,148

支出

10,454 人件費支出 30,823受託金収入

収入
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⑦　北会津保健センター事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書20ページ）

　　「北会津保健センター」の指定管理者として、保健センターとふれあいの湯の管理運営を通し、
　住民の保健、福祉の増進を目的に、地域住民の身近な施設として健康と交流をコンセプトに地
　域に密着した運営と利用者増加に努める。
　　〇　指定管理期間　令和８年度～令和９年度（２年間）

　　主に会津若松市民

　　〇　目標延利用者数　36,000名(内、ふれあいの湯利用者数32,000名)
　　〇　ふれあい・いきいきサロン等地域団体への施設開放(体操・レクリエーションの支援）
　　〇　「ワンコインあづまらんしょ」（体操やフィットネス、健康レクリエーションなど）の充実
　　〇　市民自ら行われる健康づくり教室への支援
　　〇　キッズスペース・子育て図書館の充実　
　　○　子育て・認知症・障がい等交流サロン「ほたるカフェ」の支援
　　〇　令和10年度以降の運営の在り方について、理事会等での協議を踏まえ令和８年度中に方針
　　　を決定します。
 

事業の概要

対象者

242

事業安定資金積立資産取崩収入

事業計画

23,294 支出合計 23,294収入合計

224

収入 支出

受託金収入 16,000

事業収入 6,828

事業費支出 23,294

その他の収入
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⑧　介護予防事業
（担当：地域福祉課）

収支予算（予算書21ページ）

　　⑴　介護予防事業
　　　・　会津若松市介護予防教室（市受託事業）
　　　・　地域サロンへの健幸教室
　　　・　各種団体から依頼された運動教室
　　　・　市民のフレイル予防（運動、栄養、口腔、交流）
　　⑵　園芸ふれあいセンター事業（市受託事業）
　　　　「河東園芸ふれあいセンター」において、園芸活動、介護予防事業、認知症予防事業等を
　　　実施し、高齢者の地域生活支援、生きがいづくり、世代間交流、当該施設の管理を適切に行
　　　う。

　　⑴　介護予防事業
　　　　主に65歳以上の市民 　　　
　　⑵　園芸ふれあいセンター事業
　　　　主に60歳以上の市民及び介護予防や認知症予防に関する活動を行う団体

　　⑴　介護予防事業
　　　　運動や栄養・口腔等の情報を提供し、健幸寿命を延ばす支援を行います。また、地域サロ
　　　ンや地域包括支援センター等と連携し、市民の「早期の介護予防」の理解と健康づくりに取
　　　り組みます。また、職員の育成に力を入れ、実践的な研修会に積極的に参加します。

　　⑵　いきいきわくわく介護予防教室事業（定員20名）
　　　〇　老人福祉センター・希らら　９クール
　　　〇　北会津　２クール
　　　〇　河東　１クール
　　　〇　南公民館　５クール（新規）

　　⑶　河東園芸ふれあいセンターの運営
　　　　高齢者や障がい者のふれあいや健康増進を図るため、介護予防の拠点として世代間交流や
　　　生きがいづくりに取り組みます。

事業の概要

対象者

事業計画

収入合計 3,153 支出合計 3,050

収支差額 103

収入 支出

受託金収入 3,040 人件費支出 2,362

事業費支出 644その他の収入 113

事務費支出 44
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⑨　北会津通所介護事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書22ページ）

　　「北会津デイサービスセンター」の指定管理者として、住み慣れた地域でいつまでも暮らしてい
　けることを目標に掲げ、通所により入浴、機能訓練、食事、レクリエーション等のサービスを提供
　することで利用者自身が自己決定し自立した生活ができるよう支援する。
　　また、地域の方や学生の慰問やボランティアを受け入れ、地域の一員として通所介護事業所に取
　り組む。

　  〇　指定管理期間　令和８年度～令和９年度（２年間）
　　〇　通所介護
　　　　月曜日～土曜日　９：00～16：00　
　　〇　緩和サービス
　　　　月曜日　9：45～11：15・13：45～15：15
　　　　金曜日　13：45～15：15

　　〇  要支援１、２　要介護１～５の認定を受けた方
　　〇　生活機能の低下がある方、チェックリストによる事業対象者

　  〇　通所介護：目標延利用者数　6,837名（22.2名／日）
　  〇　緩和サービス：目標延利用者数　722名（5.2名／日）
　　〇　令和10年度以降の運営の在り方について、理事会等での協議を踏まえ令和８年度中に方針
　　　を決定します。

事業の概要

対象者

事業計画

支出合計 77,541収入合計 77,541

事業安定資金積立資産取崩収入 8,592 155固定資産取得支出

549その他の支出

事務費支出 341

収入 支出

人件費支出 53,843

事業費支出 22,653

寄附金収入 1

介護保険事業収入 68,946

その他の収入 2
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⑩　河東通所介護事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書24ページ）

　　「河東デイサービスセンター」において、通所により入浴・機能訓練・食事・レクリエーション
　等のサービスを提供することで、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう支援
　する。また、介護予防・日常生活支援総合事業による通所緩和サービスを実施、要介護状態の予防
　を支援する。

　　〇　通所介護（定員40名/日）
　　　　月曜日～土曜日　９：00～16：00　
　　〇　緩和サービス（定員15名/日）
　　　　火曜日・水曜日・木曜日　13：45～15：15
　　〇　介護サポートサービス事業
　　　　通所介護と同様のサービスを介護保険外（実費負担）で提供する。

　〇  事業対象者、要支援１、２　要介護１～５の認定を受けた方

　  〇　通所介護：目標延利用者数　10,011名（32.4名/日）
　  〇　緩和サービス：目標延利用者数　1,653名（11.4名／日）
　　〇　施設の老朽化に伴い、優先順位によって適切に修繕を実施します。また、経年劣化により
　　　安全性が懸念されることから、介護入浴機器の入替を実行します。

事業計画

事業の概要

対象者

収入合計

994

14,393事業安定資金積立資産取崩収入

125,233 支出合計 125,233

施設整備積立資産取崩収入 7,328

収入 支出

寄附金収入 1 人件費支出 81,371

介護保険事業収入 102,811 固定資産取得支出 5,748

その他の収入 2 その他の支出

36,317

事務費支出 803

受託金収入 224

事業収入 474

事業費支出
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⑪　訪問介護事業
（担当：訪問介護係）

収支予算（予算書26ページ）

　　各事業の利用者に対して慣れ親しんだ自宅においてその能力に応じて自立した日常を営むこと
　ができるよう、定期的に居宅に訪問し、入浴、排せつ等の身体介護や、日常の家事等の生活支援
　を行う。

　　⑴　訪問介護事業
　　　　要介護１～５の認定を受けた方
　　⑵　総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）
　　　　要支援１・２、事業対象者
　　⑶　子育て世帯訪問支援事業
　　　　市内在住で要綱に該当する児童の保護者または妊婦
　　⑷　訪問介護サポートサービス（保険外サービス）
　　　　本会の訪問介護を利用中の方

　　⑴　訪問介護事業（対象：要介護認定者）
　　　・　目標延利用者数　384名
　　⑵　介護予防・日常生活支援総合事業（対象：要支援認定者）
　　　・　目標延利用者数　648名
　　⑶　子育て世帯訪問支援事業（市受託）
　　　　家事や育児に不安や負担を抱える子育て世帯、妊産婦、ヤングケアラー等に対し、子育て
　　　ヘルパーによる支援を行います。
　　　・　目標延利用者数　４名
　　⑷　訪問介護サポートサービス事業（対象：高齢者、障がい者等）
　　　　在宅における高齢者等に対し、家事や通院など介護保険外のサービスを有料で提供します。
　　　・　目標延利用者数　12名

事業計画

支出合計 26,683

事業の概要

対象者

26,683収入合計

事業安定資金積立資産取崩収入 2,583 その他の支出 225

介護保険事業収入 24,032 事業費支出 1,917

その他の収入 37 事務費支出 254

収入 支出

受託金収入 31 人件費支出 24,287
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⑫　居宅介護事業
（担当：訪問介護係）

収支予算（予算書28ページ）

　　⑴　障がいのある方が住み慣れた自宅で安心して生活できるように居宅に訪問して必要な支援
　　　を行う。
　　⑵　視覚障がい者が外出する際に必要な支援を提供する。

　　障害支援区分１以上

　　○　障がい者総合支援事業（対象：障がい認定者）目標延利用者数　198名　
　　　・　居宅介護（障がい者に対するホームヘルプサービス）
　　　・　同行援護（視覚障がい者に対する外出時の同行サービス）

事業計画

事業の概要

対象者

収入合計 5,100 支出合計 2,099

収支差額 3,001

事業費支出 3

支出

人件費支出 2,096障害福祉サービス等事業収入 5,100

収入
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⑬　重度訪問介護事業
（担当：訪問介護係）

収支予算（予算書29ページ）

※　利用見込みなしのため予算計上無し

　　重度の肢体不自由者、または重度知的障害者、精神障害者に対し、居宅に訪問し日常生活に必要
　な介護を提供する。

　　障害支援区分４以上

　　利用希望者があった場合受け入れを行う。

支出収入

対象者

事業計画

0 支出合計 0収入合計

事業の概要
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⑭　ガイドヘルパー派遣事業
（担当：訪問介護係）

収支予算（予算書30ページ）

　　屋外での移動が困難な障がいのある方に対し、外出のための支援を行う。（市町村受託事業）

　　市町村から支援が必要と認められた障がい者

　　単独での外出が難しい障がい者の外出時に、ホームヘルパーが移動の支援や移動先での必要な介
　助を行います。
　　〇　目標延利用者数　24名

事業計画

事業の概要

対象者

収入合計 682 支出合計 457

収支差額 225

事業費支出 1

支出

受託金収入 682 人件費支出 456

収入
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⑮-1　認知症対応型共同生活援助事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書31ページ）

　　「グループホームみなづる」において、入居者が少人数の家庭的な雰囲気の中で共同生活を営み
　可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう適切なサービスを提供する。
　　（利用定員：９名）

　　〇　介護保険で要支援２、要介護１以上の認定を受けている方
　　〇　認知症（アルツハイマー型、脳血管性等）との診断を医師より受けている方
　　〇　身辺の自立ができ、少人数による共同生活を送ることに支障がない方
　　　※　申込者の入居に関しては、入居判定委員会で審議し決定する。

　　入居する利用者の心身の状況や希望を踏まえた個別ケアに取り組み、低下した認知機能をサポー
　トしながら本人の自己決定を尊重し、日常生活が穏やかに、また意欲的に営むことができるよう支
　援します。
　　〇　目標延利用者数　3,186名（8.7名/日）

対象者

事業計画

支出合計 49,669収入合計 49,669

事業の概要

427

その他の支出 582

事業安定資金積立資産取崩収入 10,092

固定資産取得支出 200

事務費支出

その他の収入 421

収入

事業費支出 6,550

支出

人件費支出 41,910介護保険事業収入 39,156
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⑮-２　認知症対応型通所介護事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書31ページ）

　　「みなづるデイサービスセンター」において、通所により入浴、機能訓練、食事等のサービス
　を提供し、住み慣れた地域で自立した日常生活を送ることができるよう支援する。
　　（定員３名/日）

　　要介護認定を受け、主治医より認知症と診断された方（要支援１.２、要介護１～５）

　　要介護状態にある認知症高齢者に対し、在宅生活が継続して営めるよう生活リハビリを中心に、
　持っている能力に応じ必要な支援を行います。
　　〇　目標延利用者数　504名（2.1名/日）

事業計画

支出合計 4,479

事業の概要

対象者

収入合計 4,479

事業費支出 889

事務費支出 26

事業安定資金積立資産取崩収入 2,891

支出

介護保険事業収入 1,588 人件費支出 3,564

収入
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⑯　へき地保育所管理経営事業
（担当：こども支援課）

収支予算（予算書35ページ）

　　「湊しらとり保育園」の指定管理者として、湊地区の恵まれた自然環境の中で、保護者や地域住
　民との温かいふれあいを通し、たくましい子どもを育む保育を進める。
　　〇　指定管理期間　令和７年度～令和10年度（４年間）

　　湊地区在住の子、湊地区で就労している方の子及び里帰り出産での一時預かり希望者

　　幼児英語保育や地元食材を使った給食の提供による食育活動・体力づくりなど、特色ある保育
　環境の向上に取り組みます。
　　
　　⑴　定員：60名（対象：3か月児から）

　　⑵　幼児英語保育事業（英語であそぼう事業）
　　　　令和8年度については新たに2歳児も加え、2・3・4・5歳児が楽しく英語に慣れ親しむ保
　　　育を行います。

　　⑶　体力づくり
 　　　 スポーツリズムトレーニング事業を通して、3・4・5歳児の更なる体力向上につながる保育
　　　を行います。

　　⑷　茶道教室事業
　　　対象を４・５歳児とし日本の文化を知り、貴重な体験を通して集中力向上につなげ、子ども
　　　達が体験したことを、保護者や地域の方々に対して発表会を行います。

　　⑸　地域交流事業
　　　　湊地区内の社会福祉施設等に加え、湊学園との「幼保小連携」など、地域の関係機関との
　　　積極的な連携、協働による事業を展開します。　

事業計画

支出合計 52,991

事業の概要

対象者

収入合計

収支差額 1,360

その他の支出 837

54,351

事業収入 3,323

その他の収入 1

事務費支出 245

受託金収入 49,323 事業費支出 15,353

収入 支出

経常経費補助金収入 1,704 人件費支出 36,556
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⑰　地域包括支援センター事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書38ページ）

　　河東地区の高齢者が安心して地域で暮らせるよう、総合相談・介護予防ケアマネジメント等の
　支援を行う。また、地域住民と協働しながら、地域ケア会議や介護予防教室の開催、認知症に対
　する理解の促進に取り組む。さらに、障がいや医療等の関係機関とのネットワークづくりを推進
　する。

　　河東地域在住の高齢者

　　⑴　会津若松市河東地域包括支援センターの運営（市受託）
　　　○　地域住民、医療機関、各関係機関との連携強化
　　　○　地域ケア会議・町内会単位でのミニケア会議の開催
　　　○　介護予防、認知症予防の普及、啓発
　　　○　認知症の方の見守り体制づくり(河東ふれあいネットワークと協働し、声かけ訓練の実施)
　　　○　介護予防ケアマネジメントの実施
　　　　　事業対象者、要支援と認定された高齢者に対し、適切な介護予防サービスが提供される
　　　　よう必要なサービス計画の作成及び支援を行います。
　　　　・　目標延計画作成数　900件（75件／月）

　　⑵　介護予防支援事業
　　　　要支援と認定された高齢者に対し、適切な介護予防サービスが提供されるよう必要なサービ
　　　ス計画の作成及び支援を行います。
　　　〇　目標延計画作成数　　696件（58件／月）

事業計画

支出合計 28,688

事業の概要

対象者

29,010収入合計

収支差額 322

事業費支出 3,279介護保険事業収入 3,933

その他の収入 5 535

収入

受託金収入 25,072

支出

人件費支出 24,229

その他の支出 645

事務費支出
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⑱　居宅介護支援事業
（担当：在宅サービス推進室）

収支予算（予算書39ページ）

　　要介護の認定を受け在宅で生活している方が、その有する能力に応じ自立した日常生活を営
　む事ができるよう本人及び家族の選択に基づき、保健・医療・福祉サービスが多様な事業所か
　ら提供されるよう必要な援助を行う（主にケアプランの作成）。

　　要介護１から要介護５の認定を受けた会津若松市民（主に高齢者）

　　○　目標延計画作成数　　1,260件（105件／月）
　　○　延認定調査予定件数　　 36件（３件／月）

事業計画

支出合計 21,957

事業の概要

対象者

21,957収入合計

その他の支出 581

事業費支出 2,580その他の収入 2

事務費支出 389事業安定資金積立資産取崩収入 3,044

支出

人件費支出 18,407介護保険事業収入 18,911

収入
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⑲　要介護認定調査事業
（担当：地域福祉課）

収支予算（予算書41ページ）

　　介護保険法の規定に基づき、要介護・要支援の認定申請に係る訪問調査について公平・中立
　的な立場で迅速かつ丁寧に実施する。

　　介護保険制度を利用して介護サービスを受ける必要がある方で、以下の要件に該当する方
　　①　65歳以上の方（第１号被保険者）
　　　　寝たきりや認知症などで、入浴、排せつ、食事などの日常生活に常時介護が必要な方
　　②　40歳から64歳の方（第２号被保険者）
　　　　老化に起因する特定の病気により要介護、要支援状態となった方

　　　
　　延調査予定件数　1,400件（116件／月）　

事業計画

収入合計 14,970

対象者

事業の概要

支出合計 14,890

収支差額 80

その他の支出

事業費支出 1,033

事務費支出 100

225

収入 支出

受託金収入 14,970 人件費支出 13,532
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⑳　会津若松市社会福祉事業施設団体職員共済事業拠点区分
（担当：総務課）

収支予算（予算書43ページ）

　　市内の社会福祉事業施設団体職員の福利厚生を目的に、給付事業（退職金給付、互助給付）及
　び融資事業を実施する。

　　市内の社会福祉法人（10の法人、18施設１団体）の職員（令和7年度加入者数　490名）

　○　運営委員会の開催
　　　加入する10法人の代表者により組織する運営委員会を開催します。また、事業運営の在り方
　　と制度の見直しについて検討します。

収入合計

事業の概要

対象者

事業計画

156,224 支出合計 156,224

収入 支出

会費収入 81,684 事業費支出 109,601

貸付事業収入 1,381 4,000

その他の収入 73,159

貸付事業支出

予備費支出 42,623
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